
旧公益法人制度 新公益法人制度 
計24,317法人 移行申請 計20,736法人 

862法人 うち特増※ 
（3.5%） 公益  9,054法人 (44%)＝特増 

２４，３１７※１ 

国所管（各省庁） 都道府県所管 

６，６２５（２７％） 

制度施行時特例民法法人数 
（平成２０年１２月１日） 

１７，８１８（７３％） 

９，０５４（３７％） 

公益法人への移行認定 解散・合併等 

１１，６８２（４８％） 

一般法人への移行認可 

３，５８１ 
（１５％） 

２０，７２９※２ 移行申請法人数 

移行の概況 

※３ 移行期間内に移行申
請が行われなかったた
め、法律上、解散したも
のとみなされた法人の数 

  

※１ 共管重複分があるため、国所管と都 
  道府県所管の計は総数と一致しない。 

 
 社団 財団 合計 

内閣府へ ７０３ １,４６９ ２,１７２ 

都道府県へ ３,２６４ ３,６１８ ６,８８２ 

合計 ３,９６７ ５,０８７ ９,０５４ 

 公益法人への移行認定申請 
 

 
 一般法人への移行認可申請  

社団 財団 合計 

内閣府へ １,３２７ ９９５ ２,３２２ 

都道府県へ ５,９４８ ３,４１２ ９,３６０ 

合計 ７,２７５ ４,４０７ １１,６８２ 

※ 税法上の「特定公益増進法人」 

国所管 ７１ 

都道府県所管 ３５５ 

合計 ４２６ 

うち、 
みなし解散法人数※３ 

※２ 取下げ件数を除く。 

（平成２５年１１月３０日移行期間満了） 

訂正前 



旧公益法人制度 新公益法人制度 
計24,317法人 移行申請 計20,729法人 

862法人 うち特増※ 
（3.5%） 公益  9,050法人 (44%)＝特増 

２４，３１７※１ 

国所管（各省庁） 都道府県所管 

６，６２５（２７％） 

制度施行時特例民法法人数 
（平成２０年１２月１日） 

１７，８１８（７３％） 

９，０５０（３７％） 

公益法人への移行認定 解散・合併等 

１１，６７９（４８％） 

一般法人への移行認可 

３，５８８ 
（１５％） 

２０，７２９※２ 移行申請法人数 

移行の概況 

※３ 移行期間内に移行申
請が行われなかったた
め、法律上、解散したも
のとみなされた法人の数 

  

※１ 共管重複分があるため、国所管と都 
  道府県所管の計は総数と一致しない。 

 
 社団 財団 合計 

内閣府へ ７００ １,４６８ ２,１６８ 

都道府県へ ３,２６７ ３,６１５ ６,８８２ 

合計 ３,９６７ ５,０８３ ９,０５０ 

 公益法人への移行認定申請 
 

 
 一般法人への移行認可申請  

社団 財団 合計 

内閣府へ １,３２９ ９９２ ２,３２１ 

都道府県へ ５,９５２ ３,４０６ ９,３５８ 

合計 ７,２８１ ４,３９８ １１,６７９ 

※ 税法上の「特定公益増進法人」 

国所管 ７１ 

都道府県所管 ３５５ 

合計 ４２６ 

うち、 
みなし解散法人数※３ 

※２ 取下げ件数を除く。 

（平成２５年１１月３０日移行期間満了） 

訂正後 


	スライド番号 1
	スライド番号 2

